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CDPとは

3 www.cdp.net | @CDP



CDPは2000年に設立された国際的な環境非営利組織であり、人々と地球にとって

健全で豊かな経済を保つことを目的に活動しています。
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CDPとは

CDPは世界的な情報開示システムを運営しています。これにより、企業、都市・地

域が環境影響を計測・管理することができます。

世界で最も包括的な自主的報告のデータにより、世界経済においてCDPは環境報

告のグローバルスタンダードとなっています。

世界中の投資家、購買企業、政策決定者は、CDPのデータを活用し、情報に基づ

いた意思決定を行っています。

www.cdp.net | @CDP
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CDPとは

投資運用額106兆ドルを超える515を超える投資家

購買力4兆ドルを超える155以上のサプライチェーンプログラムメンバー

9,600社を超える企業（世界の時価総額の5割以上）からの回答

2020年度にJapan500の65%が情報開示

800以上の都市、130を超える州・地域が環境インパクトを開示

www.cdp.net | @CDP



CDPシティプログラムとは
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CDPシティプログラムの目的
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持続可能な経済への移行において、自治体の果たす役割は極めて重要です。

CDPは、自治体が自らの環境影響を計測、管理、開示し、そこで暮らし働

く人々にとってより良い場所となるよう努めるのをサポートしています。

自治体は、CDPシティを通じて開示することで、開示情報の評価を受け、

ベンチマーキングを活用し、事業機会を特定することができるようになり

ます。



自治体の環境情報開示プロセス
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自治体は気候変動データ
改善への取り組み

1 2 3 4

5

CDP-ICLEI統一報告システムへ
情報の開示

CDP データの
確認・管理

各イニシアティブへの
データ共有・公開

（自治体が選択可能）

CDPパートナーの
データ受領

6

CDPとパートナーが自治体を支援

7

自治体が新しい質問書
の受取

データの修正



www.cdp.net | @CDP9

スコアリング

開示

情報開示を始めた自治

体

リーダーシップ

環境影響を軽減するた

めに実際に行動をとり、

ベストプラクティスの

リーダーシップを

発揮している自治体

認識

環境への影響を

認識している自治体

マネージメント

気候変動の影響に

対処し、排出量を

管理するために

活動している自治体

ＣＤ Ｂ Ａ



2021年CDPシティ質問書
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シティ質問書概要について
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 CDP報告ガイダンス、スコアリング基準等の内容に沿って説明しています。これらの情報は、

CDPウェブサイトに掲載しています（日本語で閲覧可能な情報は、本スライド58で紹介）。

シティ質問書の主な質問をカバーするものであり、全ての質問の解説を行うものではありません。

本説明でカバーされない質問や詳細については、上述の報告ガイダンス、スコアリング基準等を

ご確認下さい。

本シティ質問書概要、CDPウェブサイトに記載している日本語版の内容は、CDPジャパン事務局

が、日本の自治体の皆様向けに日本語での説明を行うために作成したものです。最新の状況を反

映しきれていない可能性もありますので、正しくは英語版をご参照ください。

本ウェビナーでは、初めてCDPシティ質問書に回答する自治体の皆様向けに、環境省R2年度 地方

公共団体における地球温暖化対策の推進に関する法律施行状況調査（以下「施行状況調査」と称

す）の情報の活用方法も併せてご説明しています。



2021年CDPシティ質問書の対象トピック

気候ハザ
ード

適応

ガバナンス
およびデー
タ管理

輸送

建物

排出削減

自治体全
体排量

自治体計
画

食品およ
び廃棄物

機会

水セキュリ
ティ

エネルギ
ー



0. はじめに
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0.1 自治体の概要と紹介

0.3
自治体の首長または

同等の法定代理人についての情報

0.4 財務情報に使用された貨幣単位

0.5 自治体の現在の人口

0.6 自治体の地理的情報



0. はじめに

0.1 以下の表に、貴自治体の概要と紹介を、報告バウンダリ（境界）
も含めて記入してください。

14



1. ガバナンスおよびデータ管理
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1.0

自治体の持続可能性目標と対象

→環境省施行状況調査：Q2-2「実行計画（区域施策編）の
目標設定と対象について」

目標達成に取り組む方法

→環境省施行状況調査：Q2-2(6)  目標達成に取り組む方
法：実行計画（区域施策編）の策定とPDCAサイクルの実施



1. ガバナンスおよびデータ管理

1.0a 貴自治体の基本計画（総合計画）に組み込まれる持続可能性目標と対象
を詳述して、以下の表に、これらに取り組む方法を記述してください。

16

1.0への回答について［詳細］の欄に説明を記入してください。各定性的目標または定量的
目標を貴自治体の基本計画（総合計画）に組み入れる方法を簡潔に述べてください。地域
の背景、周辺管轄区域や上位レベルの政府との関連についての詳細情報も記入できます。

持続可能性目標やターゲットが、
基本計画（総合計画）に組み込ま
れていない場合は、今後2年以内
に組み込む予定があれば、その選
択も可能です。



2. 気候関連ハザードと脆弱性

17

2.0
自治体の気候変動リスクまたは脆弱性評価

2.1
自治体が直面している最も顕著な
気候ハザードとその影響について

2.2
気候変動に適応する自治体の能力に

最も大きく影響を及ぼす要因

2.3
気候変動に関連した公衆衛生または

保健制度に対するリスクの有無

気候ハザードの定義：人命の損失、怪我、またはその他の
健康への影響のほか、財産、インフラ、生活、サービスの
提供、生態系、および 環境資源に対する損害や損失も引き
起こす可能性がある危険な気候に関連した物理的事象



2. 気候関連ハザードと脆弱性

以下の情報源から気候変動適応分析に関する詳細情報を入手できます:

•UKCIPによるUKCIP Adaptation Wizard 

•UNEPによるHandbook on Methods for Climate Change Impact Assessment 
and Adaptation Strategies

•C40とARUPによるCity Climate Hazard Taxonomy

18

もし、本質問回答において、環境省施行状況調査の回答を活用される場合は、Q3-2
「気候変動適応に関する取組状況について」や「地域気候変動適応計画」の策定にお
いて回答された内容も参考になります。

https://ukcip.ouce.ox.ac.uk/about-us/
http://www.ivm.vu.nl/en/Images/UNEPhandbookEBA2ED27-994E-4538-B0F0C424C6F619FE_tcm234-102683.pdf
http://c40-production-images.s3.amazonaws.com/researches/images/33_C40_Arup_Climate_Hazard_Typology.original.pdf?1426352208


2. 気候関連ハザードと脆弱性

2.0 貴自治体では、気候変動リスクと脆弱性評価を実施していますか。

2.0a 貴自治体のリスクまたは脆弱性評価に取り組むために使用された主な
プロセスまたは方法を選択してください。

•IPCC気候変動影響評価ガイダンス

•OECD気候変動に関しての戦略的環境評価と適応

•UNDP気候変動リスク管理方法

•世界銀行都市リスク評価(URA) 

•仙台防災枠組

•国家または地域脆弱性およびリスク評価方法

•機関に特異的な脆弱性およびリスク評価方法

•独自の方法

•C40ガイダンス

•ICLEIのグリーン気候都市(GCC)統合気候変動プロセス方法

•不明

•その他、具体的にお答えください19

複数の方法の組み合わせを使用する場合

→ 使用した主な方法を選択
（ 左は主な選択肢。他の選択肢は報告ガイダ
ンスを参照。 ）

どのような手法に基づいて評価したかがわ

からない場合 → 「不明 」を選択

選択肢で提示されたものとは異なる評価方

法を使用した場合 →「その他、具体的に
お答えください」を選択

https://www.ipcc.ch/reports/
http://www.oecd.org/dac/environment-development/42025733.pdf
https://www.worldbank.org/en/topic/urbandevelopment/publication/urban-risk-assessments
https://sendai-resilience.jp/media/pdf/sfdrr_2.pdf
http://old.iclei.org/index.php?id=gcc&L=0


2. 気候関連ハザードと脆弱性

2.0b 貴自治体の気候変動リスクおよび脆弱性評価を添付して、詳細を記入
してください。貴自治体の評価の境界の詳細を記入してください。そして、
これが貴自治体の境界と異なる場合、説明も記入してください。

•文書名と文書の添付

貴自治体の気候変動リスクまたは脆弱性評価の名前を述べてください。

気候変動に対する貴自治体の脆弱性の公式評価が行われた場合、

この文書をここに添付してください。

•ウェブ リンク

•発行または自治体から承認を得た年

•貴自治体の気候変動リスクまたは脆弱性評価を公表した年を述べてください。

•自治体境界(0.1で報告した)と比べた評価の境界（同じ、小さい、大きい、部分的、評価境界が自
治体境界と異なる場合、境界の選択に関する説明）

•主要な評価担当者（専門の自治体チーム、関連する自治体部門、コンサルタント、国際組織等）

•評価では、脆弱性の高い集団を特定していますか。

•説明してください（リスクおよび脆弱性評価の対象となる資産に関する情報を含む）
20

重要！
（添付とリンクのどちら
かを開示ください。）



2. 気候関連ハザードと脆弱性

2.0c 貴自治体が気候変動リスクおよび脆弱性評価を行っていない理由を説明
してください。

21

理由が複数ある場合は最も重大な理由を一つ選び、
その他の理由をコメント欄で説明してください。



2. 気候関連ハザードと脆弱性
2.1 貴自治体が直面している最も顕著な気候ハザードをリストアップし、これらが

生じる可能性と結果、および、頻度と強度についての今後の変化予想を記入して
ください。気候ハザードの影響を受ける最も関連がある資産またはサービスも選
択し、その影響の説明を記入してください。

22

この欄で選択し
た気候ハザード
について、質問
3.0においては、
それらの適応策
をご回答下さい。

［ハザードの現在の可能性］と［ハザードの現在の程度］ は、
最初の欄［気候ハザード］で記載した気候ハザードが今後5年
以内に発生する可能性と影響の大きさを記載。



2. 気候関連ハザードと脆弱性

2.1 貴自治体が直面している最も顕著な気候ハザードをリストアップし、これらが
生じる可能性と結果、および、頻度と強度についての今後の変化予想を記入して
ください。気候ハザードの影響を受ける最も関連がある資産またはサービスも選
択し、その影響の説明を記入してください。

23



2. 気候関連ハザードと脆弱性
2.1 貴自治体が直面している最も顕著な気候ハザードをリストアップし、これらが

生じる可能性と結果、および、頻度と強度についての今後の変化予想を記入して
ください。気候ハザードの影響を受ける最も関連がある資産またはサービスも選
択し、その影響の説明を記入してください。

24

•全般的なハザードの社会的影響

•全体的に影響を受けた最重要資産またはサービス

•気候ハザードの脆弱性の高い集団

•頻度に関する将来の変化

•強度に関する将来の変化

•将来予想される危険の大きさ
•これらの変化を最初に経験すると予想できる時期

•これまでに経験した影響と、将来的に予想される危険の影響の説明

本質問については、前スライドの項目に加えて、以下について回答が必要です。

（得点のためには）少なくとも
一つの列の全ての欄について記
載下さい。



3. 適応

25

3.0 適応策

3.2 適応計画

3.3 適応目標



3. 適応

3.0 「気候ハザード」セクションで特定した気候変動による貴自治体のインフラ、
サービス、市民および企業に対するリスクならびにそれらの脆弱性を低減する
ために講じている主な対策について説明してください。

26

質問2.1で回答した
気候ハザードについ
て、こちらの質問で
も回答下さい。



3. 適応

3.0 「気候ハザード」セクションで特定した気候変動による貴自治体のインフラ、
サービス、市民および企業に対するリスクならびにそれらの脆弱性を低減する
ために講じている主な対策について説明してください。

27

この［対策の詳細と実践の進捗］の欄で
は、適応策の詳細を以下も含めて記述く
ださい。
• 時間スケール、現在の実施状況、実施
に対する障壁、協力に関する詳細などを
含めたプロジェクトの概要
• 対策によって気候ハザードの影響を削
減した、あるいは削減する方法



3. 適応
3.0 「気候ハザード」セクションで特定した気候変動による貴自治体のインフラ、

サービス、市民および企業に対するリスクならびにそれらの脆弱性を低減する
ために講じている主な対策について説明してください。

28

費用の記載方法：
•カンマ区切りなしの整数で 質問0.4で選択したものと同じ通貨で記入
•正確な数字を入手することが不可能な場合には 推定額でもOK
•プロジェクトの総費用は推定額でもOK



3. 適応
3.2 貴自治体の議会または同様の機関には、気候変動適応に取り組むための公表

された計画がありますか。

3.2a 気候変動適応および/またはレジリエンスに取り組む貴自治体の計画に関す
る詳細を記入し、文書を添付してください。貴自治体の評価の境界の詳細を記
入してください。そして、これが貴自治体の境界と異なる場合、説明も記入し
てください。

29

3.2の回答で[はい]または
[実施中]を選択した場合、
3.2aが表示されます。

貴自治体に気候変動適応
計画がある場合は、本質
問でその詳細をご説明く
ださい。

重要！
（添付とリンクのどちら
かでOK。但し、非公開の
場合は、3.2で［はい］で
はなく［実施中］を選択
ください。



3. 適応
3.2a 気候変動適応および/またはレジリエンスに取り組む貴自治体の計画に関す

る詳細を記入し、文書を添付してください。貴自治体の評価の境界の詳細を記
入してください。そして、これが貴自治体の境界と異なる場合、説明も記入し
てください。

30

本質問については、前スライドの項目に加えて、以下について回答が必要です。

（得点のためには）少なく
とも一つの列の全ての欄を
埋めてください。



4. 自治体全体排出量

31

4.0~4.9 温室効果ガス排出量データ

4.12 外部検証

4.13 過去の排出インベントリ



4. 自治体全体排出量

4.0 貴自治体は、報告すべき自治体全体の排出インベントリを有していますか。

→環境省施行状況調査：Q2-2「実行計画（区域施策編）の目標設定と対象に
ついて」が参考になります。

32

重要！
［はい］を選択し、4.5で
インベントリを添付。



4. 自治体全体排出量
4.1 貴自治体が自治体全体の最新の温室効果ガス排出インベントリを報告する

際の、測定年度または12ヶ月間の日付をお答えください。

→環境省施行状況調査：Q2-2（4）直近の年度が参考になります。

33



4. 自治体全体排出量

4.3 貴自治体が自治体全体の温室効果ガス排出量を計算するために使用した主
なプロトコル、基準、または方法の名称をお答えください。

34

→ CDPシティでは、貴自治体の排出量インベントリを報告にあたりコミュニティレベ
ルの温室効果ガス排出量インベントリのグローバルプロトコルの基準を推奨。これは、
世界首長誓約の報告準拠の要件です。
→ 環境省施行状況調査： 「地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）」に基づき
計算されたものが示されています。
→温対法のみに基づき、自治体全体の温室効果ガス排出量を計算する場合、「地域ま
たは国特有の方法」を選択してください。

https://ghgprotocol.org/greenhouse-gas-protocol-accounting-reporting-standard-cities


4. 自治体全体排出量
4.4 貴自治体の自治体全体排出インベントリには、どのガスが含まれています

か。

35

→温対法に基づく報告の場合、環境省施行状況調査：Q2-2
（2）が参考になります。

→

CDPの質問書4.4

CH4,N2Oの排出

CO2,CH4,N2Oの排出

CH4,N2Oの排出

CO2,CH4,N2Oの排出

HFCs, PFCs,CF6,NF3の排出



４. 自治体の全体排出量
4.5 貴自治体全体のインベントリをExcelまたはその他の表計算シート形式で添付

し、インベントリ計算方法の詳細を下記の表に記入してください。

36

この後の質問
(4.6a～4.6f)で正
しい排出量報告形
式が表示されるよ
うに、[排出量イ
ンベントリ形式]
欄で選択してくだ
さい。

インベントリがGPCの形式ではない場合も添付できます
が、その場合は、4.6cで、貴自治体の温室効果ガスの内
訳をスコープ別に記入してください。データが入手でき
ない場合は、コメント欄にその理由を記入してください。

重要！
忘れず添付。



４. 自治体の全体排出量
4.6f 貴自治体全体の排出量の理解に役立つと思われる場合は、これらの排出量

の、エンド・ユーザー別 (建物、水、廃棄物、輸送交通)、経済セクター別 (住
宅用、商業用、工業用、公的機関用) または貴自治体で使っている他の分類法
のカテゴリー別の内訳を記入してください。
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4.3の回答で、[地域または国特有の方法]、[自治体固有の方法]、または[その他、具体的に
お答えください]を選択した場合にのみ、この質問が表示されます。

環境省施行状況調査：Q2-2（4）が関連。但し、分
類方法が異なるため、セクターについては、「その他、具
体的にお答えください」を選択し、記載ください。



４. 自治体の全体排出量
4.13 目標の評価を可能にするため、貴自治体が有する過去および基準年の自治

体全体の排出インベントリについて、詳細を下記の表に記入してください。
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・各インベントリの算定期
間は必ず12ヶ月とし、イン
ベントリが対象とするスコ
ープと、インベントリ作成
方法を説明。
・インベントリの文書は必
ずExcelの形式で添付。
・全ての年についての記入
は不要。但し、基準年と再
計算を行った年のインベン
トリは必ず記載要。
・ [このインベントリは過
去に報告したインベントリ
の再計算したバージョンで
すか。]欄を必ず選択。



5. 排出削減
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5.0~5.1 緩和目標の設定

5.4 緩和策

5.5 緩和計画



5. 排出削減
5.0 貴自治体では温室効果ガス排出削減目標を自治体全体レベルで設定していますか。

5.0a 貴自治体全体の基準年排出量削減(総量)目標を具体的にお答えください。さらに、
その目標に特有の基準年排出量を記入することで、セクター特有の目標の詳細を記入
する行を追加できます。
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→環境省施行状況調査：Q2-2（3)(4)が参考になります。 重要！
設定済みなら
［はい］を選択



5. 排出削減
5.0a 貴自治体全体の基準年排出量削減(総量)目標を具体的にお答えください。さら

に、その目標に特有の基準年排出量を記入することで、セクター特有の目標の詳細
を記入する行を追加できます。
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施行状況調査の回答をもとに
報告する場合には、「自治体
全体の総排出量」を選択して
ください。

長期（2051年より先）、
中期（2026～2050年）、
短期（現在～2025年）の
目標がある場合は、それ
ぞれを、行を追加して報
告可能です。



5. 排出削減
5.0a 貴自治体全体の基準年排出量削減(総量)目標を具体的にお答えください。さら

に、その目標に特有の基準年排出量を記入することで、セクター特有の目標の詳細
を記入する行を追加できます。

42

＜現時点での目標達成度の計算事例＞
貴自治体の目標が2010年の基準年と比較して2020年までに排出量を10%
削減することであって、報告年に貴自治体の排出量が基準年と比較して3%
削減した場合、貴自治体の目標は30%((3/10)x100)完了となる。

・コンマなし、パーセント記号(%)なしの数値で入力
・100(%)を超える値の入力は不可（超えた場合は、最後
のセル［文章入力欄］で説明要）
・目標を報告年に達成した場合は、達成度100(%)と回答



5. 排出削減
5.0a 貴自治体全体の基準年排出量削減(総量)目標を具体的にお答えください。さら

に、その目標に特有の基準年排出量を記入することで、セクター特有の目標の詳細
を記入する行を追加できます。

43

［セクター］［基準年］［基準年排出量］［目標削減割合］［目標年］
（［目標年］は必ず（過去ではなく）将来のものを記入）

重要！
以下の欄は漏らさず記入



5. 排出削減
5.0c 貴自治体全体の基準年原単位目標を具体的にお答えください。原単位目標は通

常人口1人あたり、またはGDP単位あたりで評価されます。排出量総量削減目標が
ある場合、質問5.0で「基準年排出量(総量)目標」を選択してください。
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→環境省施行状況調査：
Q2-2（6）が参考にな
ります。

［セクター］［基準年］［原単位当たり基準年排出量］
［排出原単位を用いた目標削減割合］［目標年］
（［目標年］は必ず（過去ではなく）将来のものを記入）

重要！
以下の欄は漏らさず記入



５. 排出削減
5.5 貴自治体は、自治体全体の温室効果ガス排出削減のための気候変動緩和策ま

たエネルギー利用計画を有していますか。

5.5a 貴自治体の気候変動緩和計画を以下に添付してください。 貴自治体が緩和
とエネルギーアクセス両方の計画をお持ちの場合、 すべての関連文書を以下に
必ず添付してください。
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5.5の回答で[はい]または
[実施中]を選択した場合、
5.5aが表示されます。重要！

（添付とリンクのどちら
かでOK。但し、非公開の
場合は、5.5で［はい］で
はなく［実施中］を選択
ください。

貴自治体に気候変動緩和計画がある場合は、本質問
でその詳細をご説明ください。基準年排出量、目標
削減割合、重視セクター、ステークホルダー・エン
ゲージメント、実施・モニタリング計画を含むもの
が、緩和計画と見なされます。



５.排出削減
5.5a 貴自治体の気候変動緩和計画を以下に添付してください。 貴自治体が緩和

とエネルギーアクセス両方の計画をお持ちの場合、 すべての関連文書を以下に
必ず添付してください。
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本質問については、前スライドの項目に加えて、以下について回答が必要です。

（得点のためには）少なくとも一つの
列の全ての欄を埋めて下さい。



6. 機会
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6.0 機会と有効利用のための方法

6.2
持続可能性プロジェクトにおける企業との

協力とその方法の事例

6.5
財務的および経済的機会

（プロジェクトの推定予算と状況）



8. エネルギー
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8.0 再生可能エネルギー目標と達成方法

8.1 自治体で消費される電力源の組み合わせ

8.2
自治体境界内の再生可能エネルギー発

電施設の設備容量と年間発生量

8.3 省エネ目標



8. エネルギー
8.0 貴自治体は、再生可能エネルギー目標を有していますか。

8.0a 再生可能エネルギー目標と、自治体が目標を達成するための方法の詳細を記入
してください。
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→環境省施行状況調査：Q2-2（3）の情報が参考になります。



8. エネルギー
8.0a 再生可能エネルギー目標と、自治体が目標を達成するための方法の詳細を記入

してください。

50



8. エネルギー
8.1 貴自治体で消費される電力源の組み合わせを示してください。
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8.2 自治体境界内の再生可能エネルギーの各
種類に関して、設備容量(MW)と年間発生
量(MWh)を報告してください。



8. エネルギー
8.3 貴自治体は、エネルギー効率を上げる目標を有していますか。

8.3a 貴自治体の省エネ目標に関して具体的にお答えください。

52

→環境省施行状況調査：Q2-2（5）の情報が参考になります。



8. エネルギー
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8.3a 貴自治体の省エネ目標に関して具体的にお答えください。

＜回答事例＞



10. 輸送
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10.0~10.3
自治体の輸送機関

（旅客と貨物の輸送機関毎の割合）

10.3
交通機関の保有車両の総数と

車両の種類別内訳

10.5
低排出またはゼロ排出ゾーンの有無・

詳細



12. 食品
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12.0~12.1
食品消費

（自治体の食品消費、食肉と乳製品の
消費量）

12.3~12.4

持続可能な食糧政策と行動
（食品消費の政策の有無と期待する結
果、持続可能な食品へのアクセス増加

の方法）



13. 廃棄物
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13.0
廃棄物

（自治体の年間の固形廃棄物発生量）



14. 水セキュリティ
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14.0~14.2

上水道
（水源、飲料水共有人口の割合、

水セキュリティにかかる現在・将来的
重大リスクの認識の有無、リスクの期

間とレベル）

14.3~14.4

水管理
（水セキュリティリスク軽減のための
対策、公開された水資源管理戦略の有

無・詳細）



日本語でのリソース

58

CDP-ICLEI統一報告システムに関して（2020年9月10日）：リンク

CDPジャパン 情報開示ページ（自治体向け質問書＆ガイダンス）：リンク

2021年シティ質問書：リンク

2021年シティ報告ガイダンス：リンク

2021年シティスコアリング基準：リンク

よくある質問（ページ下方）：リンク

https://6fefcbb86e61af1b2fc4-c70d8ead6ced550b4d987d7c03fcdd1d.ssl.cf3.rackcdn.com/comfy/cms/files/files/000/003/897/original/20200906_CDP-ICLEI%E7%B5%B1%E4%B8%80%E3%83%97%E3%83%A9%E3%83%83%E3%83%88%E3%83%95%E3%82%A9%E3%83%BC%E3%83%A0_web.pdf
https://japan.cdp.net/disclosure/cities-discloser
https://guidance.cdp.net/ja/tags?cid=21&ctype=theme&gettags=0&idtype=ThemeID&incchild=1&microsite=0&otype=Questionnaire&page=1&tags=TAG-637%2CTAG-570%2CTAG-13013%2C&tgprompt=TG-12183%2C
https://guidance.cdp.net/ja/tags?cid=21&ctype=theme&gettags=0&idtype=ThemeID&incchild=1&microsite=0&otype=Guidance&page=1&tags=TAG-637%2CTAG-570%2CTAG-13013%2C&tgprompt=TG-12183%2C
https://guidance.cdp.net/ja/guidance?cid=21&ctype=theme&gettags=0&idtype=ThemeID&incchild=0&microsite=0&otype=ScoringModule&tags=TAG-570
https://japan.cdp.net/disclosure/cities-discloser


他の自治体の回答の確認方法

①CDPにサインイン→

59

←②貴自治体のダッシュボードの一番下に左のような
検索画面がありますので、こちらから閲覧されたい
自治名を入力（例えば、New Yorkなどと入力。
「City of ～」、「～ City」等と入力すると表示さ
れやすくなる場合があります。）

③右のような画面に変わり、下線のある自治体名を
クリック（例：「New York City」が表示）→

（New York Cityの過去の回答リストが表示、閲覧
したい年の回答をクリックすると回答が表示）



Name | @Twitter60

CDP ジャパン事務局
Address:東京都千代田区大手町2-2-1新大手町ビル3階

Tel: +81 (0)3 6225 2232

www.cdp.net/ja/japan（日本語サイト）

Contact email address:
cities.japan@cdp.net


